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　本邦では、６割以上の労働者が仕事に強い不安や

ストレスを感じているが、メンタルヘルスケアに取

り組む事業場の割合は３３.６％と少ない。また、年間

約９,０００人の労働者が自殺している1 )。そこで、厚生

労働省は２０１１年度より、企業の健康診断において、

うつ病などの心の病に関する検査の義務付けを目指

し、国全体としてメンタルヘルスの問題に着手し始

めている。一方、中小企業では、事業所の規模が小

さいほどメンタルヘルス対策への関心、実施率は低

い傾向にあるのが現状である2 )。

　当センターは、地域と連携して健康増進科学を展

開し、科学的根拠に基づく健康増進行動を支援して

いる。本稿では、地域労働者、特に中規模企業労働

者におけるメンタルヘルス対策に取り組むべく第一

段階として、一中規模企業労働者のメンタルヘルス

に関する実態調査を行ったので報告する。
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　対象は、Ａ県のIT関連企業社員とした。調査期間

は２０１１年２月１日から１週間とし、Webによる無記

名自記式調査を行った。企業の管理者が社員全員に

対して、本調査の趣旨及び研究者が社員にアンケー

ト調査 URLを配信する旨を説明した。その後、研究

者が社員全員にアンケート調査 URLを送信し、回答

をもって調査への同意とした。
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　基本属性、職場環境、身体的健康状態、精神的健

康状態を調査した。職場環境では、HRM (Human 

resource management) 尺度を用いた。身体的健康

状態では、主観的健康状態を「とても良い」（１点）

から「悪い」（５点）の５件法で評価し、得点が低い

ほど主観的健康状態良好である。精神的健康状態は、

K１０、SOC-１３、心理的 well-being 尺度を用いた。
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　日本労働研究機構と早稲田大学アジア太平洋研究

センターが、雇用管理の状況について把握する目的

で開発した3 )。本調査では、ワークシチュエーショ

ン（２４項目）、コミットメント（８項目）を採用した。

回答は「No」（１点）から「Yes」（５点）の５件法

で評価し、得点が高いほど職場状況良好である。

��K10

　精神疾患のスクリーニング尺度であるK１０は、大

規模な疫学研究を経て、項目反応理論によって選ば

れた項目である。本邦では、古川らがK１０日本語版

を作成し、その有効性を証明している。回答は、「全

くない」（１点）から「いつもある」（５点）の５件

法で評価し、総点が２５点以上の者を抑うつ傾向とし

た4 )。
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　SOC（Sense of Coherence）は、自らストレスを

対処するための力として「ストレス対処力」と訳さ

れる。本邦では、山崎が SOC スケール日本語版を

作成し、その信頼性、妥当性が検証されている5 )。

SOC-１３は把握可能感（５項目）、処理可能感（４項

目）、有意味感（４項目）から構成される。回答は

「いつもある」（１点）から「全くない」（７点）の７

件法で評価し、得点が高いほどストレス対処力が高

い。
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　Ryff の心理的 well-being は、環境要因や個人の経

験により形成される心理機能であり、心身状態の予

測に有用である。この概念に基づき、西田が心理的

well-being 尺度を開発した6 )。自律（８項目）、環境

支配（６項目）、自己成長（８項目）、他者との前向

きな関係（６項目）、人生の目標（８項目）、自己受

容（７項目）から構成される。回答は「全くそう思

わない」（１点）から「非常にそう思う」（６点）の

６件法で評価し、得点が高いほど心理機能良好であ

る。
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　抑うつ傾向群（K１０総点２５点以上）と非抑うつ傾

向群（２５点未満）に分け、両群に影響する要因を比

較した。

　HRM、K１０、SOC-１３、心理的well-beingにおいて、

逆転項目は、点数を逆に換算して総点を算出した。

両群の比較では、カテゴリカル変数には Pearson の

�２検定を、連続変数にはMann-Whitney のＵ検定

を用いた。また、両群間で有意差がみられた下位因

子について Spearman の順位相関係数を算出した。

さらに、抑うつ傾向の有無との関連因子を明らかに

するため、強制投入法によるロジスティック回帰分

析を実施した。いずれも両側検定で有意水準を５％

とした。分析は、SPSS１１.５ J for Windowsを使用し

た。
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　本研究は、金沢大学医学倫理委員会の承認を受け

実施した（#２９１）。
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　社員１２５名中、回答数７５名（回答率６０.０％）であっ

た。そのうち、抑うつ傾向群は２１名（２８.０%）であっ

た。各群間で有意差がみられた下位因子は、年代、

勤務年数、職位（表１）、HRM（表２）、主観的健康

西澤　知江　他

　　n＝7５, n (％)�������

�K10 25点以上K10 25点未満下位因子
n＝21n＝54

0.6819 (90.5)47 (87.0)男性性別
　2 ( 9.5)7 (13.0)女性　　　

0.02＊9 (42.9)7 (13.0)20代年代
7 (33.3)18 (33.3)30代
4 (19.0)11 (20.4)40代
1 ( 4.8)13 (24.1)50代
0 ( 0.0)5 ( 9.3)60代　

0.05＊6 (28.6)8 (14.8)0－3年勤務年数
7 (33.3)9 (16.7)4－10年
8 (38.1)37 (68.5)10年以上

0.403 (14.3)11 (20.4)営業業務内容
12 (57.1)34 (63.0)システム開発
5 (23.8)5 ( 9.3)共通業務
1 ( 4.8)4 ( 7.4)その他

0.04＊1 ( 4.8)15 (27.8)管理職職位
20 (95.2)36 (66.7)一般
0 ( 0.0)3 ( 5.4)その他

Pearsonの�2 検定　＊�＜0.05

n=75, Median(area)�������

�K10 25点以上K10 25点未満下位因子
n＝21n＝54

0.64 15 (0-117) 15 (0-150)月平均残業時間

0.45 2 (1-4) 2 (1-4)上司との会話

0.14 2 (1-4) 2 (1-3)同僚との会話

0.66 3 (1-4) 2 (1-4)上司のサポート

0.11 3 (1-4) 2 (1-4)同僚のサポート

0.01＊ 95 (71-130) 110 (76-155)HRM 

Mann-WhitneyのU検定　＊�＜0.05

n=75, Median (area) , n (%)����������

�K10 25点以上K10 25点未満下位因子
n=21n=54

0.05＊ 3 (1-5) 3 (1-4)主観的健康状態†

0.1714 (66.7)44 (81.5)はい睡眠による休養がとれてい
るか‡　  7 (33.3)10 (18.5)いいえ

0.64 7 (33.3)15 (27.8)あり過去１年間に通院が必要と
なった疾患‡ 14 (66.7)39 (72.2)なし

 0 ( 0.0) 3 ( 5.6)高血圧あり過去１年間に通院が必要と
なった疾患名  4 (57.1) 2 (13.3)精神性疾患

 0 ( 0.0) 2 (13.3)心臓病
 0 ( 0.0) 1 ( 6.7)糖尿病
 3 (42.9) 7 (46.7)その他

†Mann-WhitneyのU検定,　‡Pearsonの�2 検定  ＊�＜0.05



状態（表３）、SOC-１３、心理的well-being（表４）で

あった。

　各群間で有意差がみられた下位因子のうち、年代

と勤務年数、年代と職位、SOC-１３と心理的well-

being において、r＝０.４以上の有意な相関がみられ

た（表５）。

　これらの下位因子をロジスティック方程式に投入

するため、年代を除外し、勤務年数、職位を採用し

た。また、SOC-１３と心理的 well-being 間で r＝０.６８

と有意な相関がみられたため、今後個人に対する介

入の余地があるSOC-１３を採用した。ロジスティッ

ク回帰分析の結果、抑うつ傾向の有無と有意な関連

がみられたのは、SOC-１３であった（�＝０.００１）（表

６）。
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　本調査より抑うつ傾向群は社員全体の２８.０％とい

う結果であった。Inoue が大規模から小規模事業所

の労働者１７,１７８名を対象にした調査で、抑うつ傾向

群は２９.６％ 7 )、東京都産業労働局が中小規模事業所

５０００箇所を対象にした調査では、メンタルヘルス不

調者が２５.４%と報告している8 )。また、厚生労働省の

調査にて、VDT作業労働者の３６.３％に精神的疲労感

があると報告しており1 )、本調査におけるIT企業で

の抑うつ傾向者の割合は、他業種と比較し高いと予

想したが、結果は、先行研究とほぼ同等であった。

これは業種と精神的ストレスの間に有意な関連はな

かった Inoue の結果と一致している7 )。しかし、抑

うつ傾向者は約３人に１人であり、対策をとるべく

急務の課題といえる。

　本調査において、抑うつ傾向と有意な関連がみら

れたのは、SOC-１３のみであった。過労自殺に関す

る労災認定があるように、職場環境は抑うつに大き

く影響すると考えられるが、今回、関連がみられな

かった要因として、月平均残業時間が両群共に、個

人差はあるものの１５時間（中央値）と少なく、上司

や同僚との会話が２点と「かなりできている」こと

から良好な職場環境であったためと考えられる。

　以上より、SOC高群は低群が抱える不安や苦悩な

どのストレス反応が少なく、ストレス状態からの回

復が早かったという報告から10)、今後、個人のスト

レス対処力の向上が、同ストレス下において抑うつ

状態を予防し、メンタルヘルスの保持・増進に有効

な手段といえる。
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　本調査は、横断調査であり抑うつ傾向と各下位因

子の因果関係までは言及することができない。また

本調査は既存の尺度を用いたため、調査対象企業が

抱えるメンタルヘルス上の課題を十分に調査できた

とは言い難い。今後は、縦断調査により因果関係を

分析すると共に、メンタルヘルス上の課題を質的に

― ６９ ―

一中規模企業労働者のメンタルヘルスに関する実態調査

n=75, Median (area)�������	
�

�K10 25点以上K10 25点未満下位因子
n＝21n＝54

0.00＊ 45 (13-59) 59 (36-80)SOC-13 

0.00＊147 (76-185)175 (100-224)心理的well-being 

Mann-WhitneyのU検定　＊�＜0.05

�������	
������	
���������
��������	
�

r ( � )

7654321下位因子

基本属性

0.35＊0.36＊-0.090.25＊0.45＊†0.64＊†1. 年代
(0.00)(0.00)(0.44)(0.03)(0.00)(0.00)

0.170.18-0.06-0.050.36＊2. 勤務年数
(0.15)(0.13)(0.60)(0.69)(0.00)

0.120.190.010.113. 職位；管理職 (1)、
(0.31)(0.11)(0.91)(0.36)それ以外 (0)

職場環境

0.35＊0.33＊-0.26＊4. HRM 
(0.00)(0.00)(0.02)

身体的健康状態
-0.30＊-0.30＊5. 主観的健康状態
(0.01)(0.01)

精神的健康状態

0.68＊†6. SOC-13 
(0.00)

7. 心理的well-being

Spearmanの順位相関係数  ＊�＜0.05, †r≧0.4

���������	
�������

�95％信頼区間オッズ比下位因子

基本属性

0.100.18－1.140.47勤務年数

0.340.10－4.900.22
職位；管理職 (1)、
　　　それ以外 (0)

職場環境
0.190.92－1.010.97HRM 

身体的健康状態
0.780.38－2.090.89主観的健康状態

精神的健康状態
0.00＊0.77－0.940.85SOC-13 

※抑うつ傾向群(1) 非抑うつ傾向群(0)
ロジスティック回帰分析　＊�＜0.05
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調査する必要がある。さらに、本調査の結果をもと

に、抑うつ傾向群を対象としたストレス対処力向上

プログラムを導入し、その有効性を検証する必要が

ある。
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